


１ 調査の概要・集計方法について

○調査概要
目 的：平成２１年度介護報酬改定が介護従事者の処遇改善に反映されているかの検証を行うための基礎資料

を得ることを目的とする。

調査の基本方針：
（１）介護従事者の報酬改定前後における給与等の実態把握
（２）給与等以外における介護従事者の処遇改善策の実態把握

（３）施設・事業所における加算の取得状況の把握

調査日：平成２１年１０月１日

調査対象：介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、訪問介護事業所、通所介護事業所、
認知症対応型共同生活介護事業所及び居宅介護支援事業所並びに調査日に当該施設・事業所に在
籍した介護従事者

調査項目：
（１）施設・事業所票

給与等の引き上げ状況、介護従事者の処遇状況、収支の状況、加算の取得状況、利用者数、職員数 等

（２）従事者票
性別、年齢、勤続年数、勤務形態、労働時間、資格の取得状況、兼務の状況、基本給額、一時金額 等

抽出率：調査対象サービスごとに、１／４～１／２０で設定

○集計方法
調査結果の集計にあたっては、ウエイトバック（施設・事業所種類別、地域区分別、施設・事業所規模別の全国の

施設・事業所数と回収した調査票により出現数を割り戻す方法）により全国推計値を算出している。
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２ 速報における集計対象施設・事業所数について

施 設・
事業所数

調 査
対 象 数

集計対象施設・
事業所数

調査対象に
占める集計
対 象 割 合事業所数 対 象 数 事業所数 対 象 割 合
（ ％ ）

合計 91,067 7,141 5,034 70.5 

介護老人福祉施設 5,892 1,471 1,185 80.6

介護老人保健施設 3,435 858 634 73.9

介護療養型医療施設 2,608 621 382 61.5

訪問介護事業所 21 069 985 580 58 9訪問介護事業所 21,069 985 580 58.9

通所介護事業所 20,997 1,025 719 70.1

認知症対応型共同生活介護事業所 8 818 878 590 67 2認知症対応型共同生活介護事業所 8,818 878 590 67.2

居宅介護支援事業所 28,248 1,303 944 72.4

成 確 集
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（注）平成21年12月末までに確定した調査票について集計



３ 結果の概要について

１． 平成２１年４月から９月の間での給与等の引き上げの状況は、「定期昇給を実施」が４３．７％、
「介護報酬改定を踏まえて引き上げた」が２３．４％、「介護報酬改定に関わらず引き上げた」が
２１．０％、となっている。 （Ｐ．４「施設・事業所の給与等の引き上げ状況について」参照）

２． 平成２０年及び平成２１年ともに施設・事業所に在籍している介護従事者の平均給与額は、
平成２０年「２２２，３０８円」、平成２１年「２３１，３６６円」で、「９，０５８円」増額している。
（Ｐ ５「介護従事者の平均給与額について」参照）（Ｐ．５「介護従事者の平均給与額について」参照）

３． 平成２０年及び平成２１年ともに施設・事業所に在籍している介護従事者の平均給与の増加
額は、職種別により「８，１０２円」から「１２，２９１円」となっている。
（Ｐ．６「介護従事者の職種別平均給与額について」参照）

（注）２及び３について、介護報酬改定前後における介護従事者の給与額の増減を把握することを目的として
いるため、平成２０年及び平成２１年ともに在籍している者を対象として比較したものである。

４． 給与等以外の処遇改善の状況みると以下のようになっている。
・「１．職員の増員による業務負担の軽減」 ３２．６％
・「３．能力や仕事ぶりの評価と配置・処遇への反映」 ３３．８％
「４ 昇給または昇進 昇格要件の明確化」 ３３ ８％・「４．昇給または昇進・昇格要件の明確化」 ３３．８％

・「６．賃金体系等の人事制度の整備」 ３３．５％
・「13．腰痛対策、メンタルケア等を含めた健康管理の充実」 ３０．９％
（Ｐ．７「給与等の引き上げ以外の処遇改善状況について」参照）（ 給与等の引き げ以外の処遇改善状況 て」参照）

（注）割合は「従来より実施しており、今回さらに充実」、「従来、実施していないが、今回新たに実施」及び「今
後実施予定」の合計
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４ 施設・事業所の給与等の引き上げ状況について（複数回答）

定期昇給
介護報酬 介護報酬

給与等の
引き上げを
行わなかっ

給与等の
引き上げを

定期昇給
を実施

改定を踏
まえて

引き上げ

改定に関
わらず

引き上げ

行わなかっ
たが、1年
以内に引
き上げ予

定

行っておら
ず、今後も
引き上げ
予定無し

その他

合計 43.7% 23.4% 21.0% 15.2% 13.1% 7.4%

介護老人福祉施設 71.6% 43.1% 21.1% 12.5% 2.9% 5.0%

介護老人保健施設 64.9% 37.0% 26.6% 9.7% 3.3% 5.0%

介護療養型医療施設 53.4% 14.7% 25.4% 9.9% 11.0% 5.9%

訪問介護事業所 32.9% 30.4% 19.3% 17.4% 13.9% 6.8%

通所介護事業所 46.1% 20.1% 26.1% 19.3% 8.4% 5.4%

認知症対応型共同生活介護事業所 41.0% 26.1% 26.8% 16.5% 7.1% 10.1%

居宅介護支援事業所 41.6% 14.9% 15.7% 11.7% 21.3% 9.5%
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５ 介護従事者の平均給与額について
（平成２０年及び平成２１年ともに在籍している者を集計）

介護従事者の平均給与額（注２）

平成２１年９月 平成２０年９月
差引

（平成 年

介護従事者数
（回収数）

平成２１年９月 平成２０年９月 （平成21年－
平成20年）

全体 ２３１，３６６円 ２２２，３０８円 ９，０５８円 ４２，３１１人

介護老人福祉施設 ２８１，８００円 ２６９，７４８円 １２，０５２円

介護老人保健施設 ２９６，０４３円 ２８４，４１４円 １１，６２９円

１５，０６９人

８，８１２人

介護療養型医療施設 ３０４，５０５円 ２９８，３６９円 ６，１３６円

訪問介護事業所 １３９，４７３円 １３３，６０５円 ５，８６８円

５，２８２人

３，１７６人

通所介護事業所 １９７，３３１円 １８８，７８４円 ８，５４７円

認知症対応型共同生活介護事業所 ２０７，０５７円 １９７，８７０円 ９，１８７円

４，１１６人

４，２５１人

居宅介護支援事業所 ３０６，６１６円 ２９６，８７７円 ９，７３９円 １，６０５人

（注１）介護報酬改定前後における介護従事者の給与額の増減を把握することを目的としているため、平成２０年及び平成２１年ともに在籍している者
を対象として比較している
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（注２）介護従事者の給与は、以下により算出
月給の者：月給＋手当＋一時金（４～９月支給金額の１／６）
日給の者：日給×実労働日数＋手当＋一時金（４～９月支給金額の１／６）
時給の者：時給×実労働時間＋手当＋一時金（４～９月支給金額の１／６）

を対象として比較している



６ 介護従事者の職種別平均給与額について
（平成２０年及び平成２１年ともに在籍している者を集計）

職種別平均給与額（注２）
介護従事者数

（回収数）

平成２１年９月 平成２０年９月
差引

（平成21年－
平成20年）

看護職員 ３０６ ５１１円 ２９８ １１８円 ８ ３９３円

（回収数）
（注３）

６ ８６５人看護職員 ３０６，５１１円 ２９８，１１８円 ８，３９３円

介護職員（訪問介護員を含む） １９９，８５４円 １９０，９３５円 ８，９１９円

６，８６５人

２５，２７０人

生活相談員・支援相談員 ２９６，３４９円 ２８４，０５８円 １２，２９１円

ＰＴ、ＯＴ、ＳＴ又は機能訓練指導員 ２７３，７１５円 ２６５，６１３円 ８，１０２円

３，２４６人

２，５１８人、 、 又は機能訓練指導員 ， 円 ， 円 ， 円

介護支援専門員 ３１５，００６円 ３０５，１５４円 ９，８５２円 ３，８７３人

（注 ）介護報酬改定前後 お る介護従事者 給与額 増減を把握する とを 的と るため 成 年 び 成 年とも 在籍 る者

（注２）介護従事者の給与は、以下により算出
月給の者：月給＋手当＋一時金（４～９月支給金額の１／６）
日給の者：日給×実労働日数＋手当＋一時金（４～９月支給金額の１／６）

（注１）介護報酬改定前後における介護従事者の給与額の増減を把握することを目的としているため、平成２０年及び平成２１年ともに在籍している者
を対象として比較している
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日給の者：日給 実労働日数＋手当＋ 時金（４ ９月支給金額の１／６）
時給の者：時給×実労働時間＋手当＋一時金（４～９月支給金額の１／６）

（注３）職種が不明な者を含むため、職種別の職員数の合計と５頁の介護従事者数の全体は一致しない。



従来より実施し
ており

従来、実施して
いないが

従来及び今回実
施していないが

従来より実施、
今回内容等を

従来及び今回
実施しておらず

７ 給与等の引き上げ以外の処遇改善状況について

（処遇全般）

合計
（無回答を

※ ３頁に記載した事項を太枠で囲んでいる

ており、
今回さらに充実

いないが、
今回新たに実施

施していないが、
今後実施予定

今回内容等を
変更なし

実施しておらず、
今後も予定なし

１．職員の増員による業務負担の軽減 １１．８% ６．１% １４．７% 37.7% 26.4%

２．夜勤の見直しや有給休暇取得促進等の労働
条

6 6% 3 6% 14 0% 50 1% 21 7%

（無回答を
含む）

100%

100%
条件の改善

6.6% 3.6% 14.0% 50.1% 21.7%

３．能力や仕事ぶりの評価と配置・処遇への反映 ９．２% ２．７% ２１．９% 46.8% 16.1%

４．昇給または昇進・昇格要件の明確化 ５．３% ３．４% ２５．１% 43.5% 18.9%

非 規職員 規職員 転換機会 確保

100%

100%

100%

５．非正規職員から正規職員の転換機会の確保 7.1% 2.4% 13.9% 48.5% 24.2%

６．賃金体系等の人事制度の整備 ７．２% ３．１% ２３．２% 43.6% 18.8%

７．資格取得や能力向上に向けた教育研修機会
16 8% 2 4% 10 5% 62 6% 5 1%

（教育・研修）

100%

100%

100%

の充実や対象者の拡大
16.8% 2.4% 10.5% 62.6% 5.1%

８．資格取得や外部の研修参加に係る費用等の
負担（一部を含む）

10.6% 2.5% 8.2% 67.8% 8.0%

９．部下指導を管理職等の役割としての明確化 6.7% 2.4% 15.4% 59.1% 12.6%

100%

100%

100%

10．新人職員の指導担当・アドバイザーの設置 5.6% 2.3% 16.8% 46.6% 24.7%

11．定期的なミーティング等による仕事上のコミュ
ニケーションの充実

15.7% 2.0% 4.1% 73.2% 2.6%

（職場環境）

100%

100%

12．仕事内容や労働条件に関する個別面談機会
の確保

7.4% 3.7% 17.5% 56.1% 12.1%

13．腰痛対策、メンタルケア等を含めた健康管理
の充実

６．９% ２．９% ２１．１% 54.2% 11.6%

100%

100%
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14．出産・子育て・家族等の介護を行う職員への
支援の強化

6.0% 1.6% 13.6% 61.0% 14.1%

15．事故やトラブルへの対応体制の整備 8.1% 1.3% 7.3% 77.1% 3.1%

100%

100%

※ 合計には無回答を含むため、各項目の合計は１００％と一致しない



８ 要因の分析について（案）

本調査の基本方針を踏まえ、以下のとおり要因分析を行ってはどうか。

１ 介護従事者の報酬改定前後における給与等の実態分析
（分析例）
・地域区分、規模（利用者数・職員数）、収支、開設年次など施設・事業所の属性による給与等について
・性別、勤続年数、勤務・雇用形態など従事者の属性による給与等について
・給与等以外における処遇改善策との関係について
・加算の取得状況との関係について

２ 給与等以外における介護従事者の処遇改善策の実態分析
（分析例）
・地域区分、規模（利用者数・職員数）、収支、開設年次など施設・事業所の属性による給与等以外

における処遇改善策についてにおける処遇改善策について
・加算の取得状況との関係について

３ 施設・事業所における加算の取得状況の分析
（分析例）（分析例）
・地域区分、規模（利用者数・職員数）、収支、開設年次など施設・事業所の属性による加算の取得状況に

ついて
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